
農林業職場定着支援事業(農業雇用改善推進事業) 運営事務局

農業経営体の皆様に向けた人材確保・定着支援事業がスタートします！

雇用管理研修会の日程や担当講師、個別相談の情報等は、
下記のオンラインメディアやリーフレットにて、随時発信します！
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〒143-0006
東京都大田区平和島6-1-1
ＴＲＣアネックス1Ｆ

（担当：前場・佐藤・髙木）

TEL：03-6436-8204
FAX：03-3298-7221
E-mail：koyoukaizen.ntour@gmail.com

本事業の公式サイト
https//www. teichaku2022.com

本事業は、株式会社 農協観光が厚生労働省より委託を受け
「令和５年度農林業職場定着支援事業（農業雇用改善推進事業）」として実施しております。

令和５年度
農業雇用便り

本事業は農業の雇用管理改善について、以下を実施する事業です。

●雇用管理研修会の開催 ●定期刊行物（農業雇用便り）の発行
●個別相談会の開催 ●社会保険労務士等の訪問によるアドバイス
●雇用管理改善モデル事例集の発行 ●電話・メール・FAXによる相談対応

研修会実施 お申込みの流れ

事務局に問い合わせ 地域アドバイザー
との打ち合わせ

研修会実施
厚生労働省 令和５年度 農林業職場定着支援事業

農業雇用改善推進事業

①

メール・電話・QRコー
ドにて事務局にお問い
合わせください。
雇用管理研修会 開催申
込書を送付ください。

※相談・お申込みから５日以
内にご連絡いたします。

オンライン等を活用し、
研修会講師を務める地
域アドバイザーとの打
ち合わせで、具体的な
内容を決定します。

研修打ち合わせの内容に
沿って研修会の開催と、
個別相談会を行い、
参加者にはアンケートに
回答をいただきます。

② ③

株式会社 農協観光 地域共創事業課

農業雇用改善推進事業は、農業法人、法人化を目指す農業経営体及び農業への参入を図る農業経営体を除く法
人に対して、雇用管理の改善のための支援や啓発等を行い農業への就職及び職場定着を促進し、雇用による農業
従事者の確保を図ることを目的に、平成21年度から継続して実施しております。

今年度事業の実施にあたり、関係機関の皆様とより一体的に推進を図ることで、全国の農業経営体の皆様のサ
ステナブル経営に向けて、担い手確保や人材育成等の観点から支援して参りたく存じます。
つきましては日頃よりご支援をなさっている皆様のご理解ご協力の程を何卒よろしくお願い申し上げます。

令和5年度



また、収穫期などの人手不足を解消するため、「旅ワーク」という求人サ
イトを運営し、若者と農業生産者をマッチングすることで効率的な人材確
保を実現しています。担い手確保に留まらず、農業人材の技術向上と賃金
上昇にも積極的に取り組んでおり、人事評価制度の導入を推奨しています。
持続的な農業発展のためには、適正な報酬を得ながら高い技術力を身につ
けた担い手の育成が不可欠です。
講義では、そのような実例を交えながら詳しく解説します。

農業法人等の事業主や労務担当者等を対象に、農業の雇用管理改善に関連した研修会を、下記のと

おり全国各地域を９ブロックに分類し、年間60回開催します。なお、日頃より各地域に根ざして支援を行っ

ている社会保険労務士が講師を担い、各地域の事情を踏まえた事例紹介を交えて実施して参ります。

一部の研修会当日・同時間帯に、
オンラインにてライブ配信！
また、後日アーカイブ配信を行い
ますので、当日参加ができなかっ
た方も視聴が可能になります。

第２部 講師
株式会社ノースエイム代表 宮村昌吾

私たちは地域の農業振興に貢献するため、全国の地方自
治体と協力して、地域計画の話し合いや集落営農組織の
法人化支援を行っています。

北海道
道北、道東、道央、道南

東北
青森県、岩手県、秋田県、
宮城県、山形県、福島県

関東
茨城県、栃木県、群馬県、
埼玉県、千葉県、東京都、
神奈川県、山梨県

東海
長野県、静岡県、
愛知県、岐阜県、
三重県

北陸
新潟県、富山県、
石川県、福井県

中国
鳥取県、島根県、
岡山県、広島県、
山口県

近畿
滋賀県、京都府、
大阪府、兵庫県、
奈良県、和歌山県

四国
徳島県、香川県、
愛媛県、高知県

九州・沖縄
福岡県、佐賀県、
長崎県、大分県、
熊本県、宮崎県、
鹿児島県、沖縄県

カリキュラム項目 ◯印

第１部
（約９０分）

従業員の募集方法及び広告表記などに関する留意点について

採用（労働契約）について

安全衛生について

就業規則について

教育訓練について

労働条件に関する基準について

法定帳簿（労働者名簿、出勤簿、賃金台帳等）について

労働保険・社会保険について

各種助成金について

退職金制度（中小企業退職金共済）について

第２部
（約６０分）

人材確保の手法について

人事評価制度について

その他
ご要望欄

希望するカリキュラム内容など、ご要望があれば自由にご記載ください。
（例：外国人雇用について。農福連携について。女性活躍について。事業承継について。）

また、下記のカリキュラムを計画しております。特に重視したい項目がございましたら、
下記欄に「◯印」をご記入下さい。

株式会社 農協観光
地域共創事業課
前場・佐藤・髙木 行

FAX：03-3298-7221

E-mail：koyoukaizen.ntour@gmail.com

雇用管理研修会につき、貴地域にて開催の要望がございましたら、お手数ですが下記の項目にご記入の上、
本ページのみを上記FAX番号にお送りいただくか、もしくは、QRコードからオンラインでお申込みください。
（※ 研修会の実施回数には限りがありますので、開催をお約束するものではありませんことご了承ください。）

雇用管理研修会 開催申込書

雇用管理研修会

「雇用管理研修会」の参加者で、労働者の雇入れ、労働条件の決定・管理、労働関係法令ならびに社会保険制度

等に関する各種相談のあった農業法人等に対し、各ブロック所属の社会保険労務士等の有資格者や専門家が、
研修会当日及び巡回やオンライン等にて対応いたします。（巡回やオンライン等による相談は研修会に参加して
いない方も対象となります。）本事業における個別支援（個別相談）の実施に当たっては、日頃より支援をされ

ている関係機関の皆様と連携し、包括的な支援を行うことにより、サステナブル経営に向けた取組として参
ります。

雇用管理改善にかかる内容(第1部)をメインに全60回研修を行いますが、ご要望に応じてサステナブル
経営に向けた人材確保・職場定着・事業承継等を目的にした研修(第2部)も併せて実施。

更に、遠隔地やコロナ禍等により研修会場に来訪できない事業者に対し、一部の回ではオンラインラ
イブ配信を行います。

貴機関名
希望日 月 日（ ）

希望時間 ： ～ ：

部署名 担当者名

電話番号 - - E-mail

※貴機関にて主催される研修会との同日開催をご希望の場合には、
下記欄に計画されている内容をご記入下さい。

研修会名 開催日 月 日

会場名 参加予定数 名

雇用管理研修会

雇用管理改善に係る個別相談


